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要旨 

 

発展途上国の情報通信基盤開発に向け日本は ODA を供与してきたが、より効果的、効率的な援

助の実施が求められている。20世紀後半に実施した円借款事業について、OECD開発援助委員会の

評価枠組みを参考に、被援助国の情報通信サービスは発展したのか、また円借款プロジェクトは

効率的に実施されたのか、を評価する。重点的に援助してきたアジア諸国と、アフリカなど他途

上国との比較、さらに世界銀行の援助先も加え分析する。情報通信の発展度合については、1960

年の電話回線普及状況と半世紀後の各サービスの普及に関する各国の主成分分析結果の得点とを、

対照し分析する。効率性は包絡分析法と WINDOW分析を組合せ、通信網の量的、質的拡充の面から

評価する。円借款は途上国の中でも通信基盤が脆弱な国を援助したが、その供与先ではサービス

が普及したこと、特に多くの援助リソースを投入し長期間援助したアジア諸国においては、援助

規模の小さかったサブサハラ諸国とは対照的に、情報通信が発展したことを明らかにする。 
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1. はじめに 

日本の ODA(Official Development Assistance)活動は昨年 60 周年を迎えた。その理念は 1992

年に策定された ODA大綱に明記されたが、当初から「開発途上国の自助努力支援」「援助後の持続

的発展」という援助指針は一貫していた。円借款もアジア地域を中心に経済インフラ構築に向け

供与してきた。情報通信分野では、1962年にパキスタンの国内網拡充計画に円借款を供与して以

来、37ヶ国で約 180件のプロジェクトを実施してきた。 

しかし、1990年代半ば以降、厳しい財政状況、行政改革の動きの中、ODA予算自体が 1997年

をピークに削減された。さらに情報通信分野の円借款は通信事業体の民営化、携帯電話の急速な

普及により、21世紀に入り激減している。 

また、20世紀後半に実施された円借款のプロジェクトでは、いわゆる旧来型の電話サービス普

及に向けた通信網整備拡充を図ってきたが、21世紀に入り、通信サービスは携帯電話、インター

ネット、ブロードバンドと多様化している。被援助国においては固定電話サービスのパラダイム

の下で構築された情報通信インフラを発展させ、その基盤上で次々と新たなサービスを普及させ

ることが求められている。 

ODA は国民の税金、貯蓄を原資としており、その評価は援助の質向上、透明性の確保に不可欠

である。現在も後発途上国では、通信インフラへの投資ニーズ（ADBI 2010）がありながら、先進

国企業からの投資を見込めず、ODAを必要としている地域もある。ODAには海外からの直接投資を

促す効果もある（木村ほか 2007）。 

過去の通信インフラ拡充を目的とした円借款が供与された途上国では、固定電話サービスや他

の通信サービスが普及しているのか、連続的や単発で実施された円借款プロジェクトを被援助国

ごとに評価すると効率的であったのか、を明らかにしておく必要がある。 

 

2. 本稿の目的 

円借款の評価については 1975年から国際協力銀行（JBIC；旧海外経済協力基金）が事後評価を

開始し、外務省では 1981 年から経済協力評価報告書を公表してきた（田辺 2005）。1991 年に経

済開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）が提唱した評価 5項目は、現在では、多くの開発援

助機関で基本的な基準として利用されている。外務省が策定したガイドラインに基づく評価のフ

レームワークと本稿の評価対象を図 1に示す。 

情報通信分野の個々の円借款プロジェクトについては、計画段階で設定された工期、設備、建

設コスト、サービス状況に関する目標に対する達成度合いなど、直接的なプロジェクトレベルの

評価が中心であった。また、国別援助評価、有償／無償資金協力などスキーム別評価は他分野と

一体で実施されており、情報通信分野、円借款スキームに限定した被援助国間の比較評価は行わ

れていない。 

本稿では個々のプロジェクトではなく、円借款を供与先別にその評価を試みる。援助の有効性、

インパクトなどについては因果的に証明する必要があるが、実際の途上国においては既存ネット

ワーク、技術者のレベル、政治経済など状況は多様であり、同じような環境の国を抽出して「援

助した場合」、「援助しなかった場合」を比較することは不可能である。また、情報通信分野の援

助ほかの分野においても援助、投資がなされている。円借款供与先も 37ヶ国と限定され、操作変

数（戸堂 2008）を用いて援助の貢献と通信網拡充や技術移転の因果関係を厳密に証明することも

困難である。 
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そこで、円借款事業後のサービス普及状況、事業収入の増減から被援助国の発展の持続性、情

報通信格差の縮小傾向を分析する。さらに、被援助国ごとに実施時期も異なり、導入する通信シ

ステムも様々である情報通信基盤開発に関する円借款プロジェクトの効率性を検証し、地域的特

性などを考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 研究方法 

各被援助国における情報通信の発展度合、円借款の効率性評価について、いずれも各種の統計

データを基に分析する。インフラを対象とする円借款は成果が発揮されるまでには時間を要する

ため、2001 年以降開始の 2 か国を除いた 35 ヶ国について分析を行う。なお、世界銀行や他主要

援助国は無償資金協力の比率が高く、貸付は中進国を対象としている。比較のため貸付総額が大

きく、円借款規模に近かったコロンビア、モロッコ、ハンガリーの世界銀行ローン貸付先 3 ヶ国

を加えて分析する。 

第一段階では 2010年までの発展度合を評価する（図 2）。DAC評価 5項目における有効性は、目

標に対する達成度と定義されているが、円借款は繰返し供与されたケースが多く、最初の供与時

は当該プロジェクトの目標は定めても、複数回実施後の到達目標は定めていない。情報通信の技

術、サービスの進展に伴い、目標を表わす指標も変化・多様化しており、円借款の成果として、

それら進展に追随できていることが重要である。目標が設定されていない場合や途中で変更され

た場合には、客観性のある新たな基準を設けるゴールフリー評価（湊ほか 2008）も提案されてい

る。そこで 2010年における世界各国における主要通信サービスの普及データを基に主成分分析を

行い、各国の総合力ともいうべき主成分得点を求める。1960年の固定電話普及率、2010年の主成

分得点について、円借款供与先や世界銀行貸付先、他の途上国との比較を行い、被援助国の開発

途上の国々の中での位置づけの変化を評価する。また、被援助国別の通信事業体総収益円につい

て借款プロジェクト終了後から 2010年までの平均年成長率を求め、持続的発展を確認する。さら

に、電話普及の国別格差についてジニ係数を求め、供与先の発展により格差が縮小したことを明

らかにする。 

第二段階は、DEA分析法と WINDOW法を組合せて、通信ネットワークの量的、質的な拡充につい

て円借款の効率性を分析する。DEA は相対比較であるため、世界銀行のローン貸付先 3 ヶ国も加

えて分析する。DEA は入出力項目が次元の異なる場合に有効であり（Cooper et al 2000)、公益

事業の経営分析などに適用されている（S.Asai2013）。通信網の整備拡充プロジェクトに適した項

目を検討する。また、円借款は供与先により時期、期間が異なるため、2000年までに開始された

国内網に関する円借款プロジェクトを対象に 1960 年から 5 年ごとに区切り WINDOW 分析法を組み
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合せて、効率性を評価する。 

最後に得られた結果に基づき考察を加える。 

 

5. 被援助国の発展度合 

円借款には様々な役割、目的があるが、一義的にはインフラサービスの普及であり、その後の

供与先の自立継続的な発展である。日本が情報通信分野の円借款を開始した 1960年当時と半世紀

後の 2010年における各供与先の世界での位置付けを対比させる。また、援助後の供与先国内の通

信事業者の収益の成長率求める。これらは日本の貢献を因果的に証明することを意味しないが、

援助した対象国の情報通信が発展したのか否か、が明確になる。 

 

5.1 1960年と 2010年の比較 

1990年代以前は通信サービスといえば固定電話サービスを指していたが、この四半世紀の間は

情報通信の技術、サービスの進展は著しく、固定電話から携帯電話、インターネット、ブロード

バンドとパラダイムはシフトし、一つの指標で当該国における情報通信基盤の充実度を表わすこ

とができなくなった。そこで 2010年における先進国を含む世界各国のそれらサービスの普及状況

を基に主成分分析を行い、各国の総合評価値を算出した。インフラに大きく依存する固定電話回

線普及率、携帯電話普及率、インターネット利用率、ブロードバンド普及率（いずれも 100 人当

り）の 4項目を主成分として分析を行った。 

その結果を表 1に示す。第一主成分の寄与率が 80％を超えており、第一主成分のベクトル値を

総合力とみなすことが可能である。各供与先について第一主成分の固有ベクトル値を 1960年の電

話回線普及率とともに表 2（発展度合）にまとめ、図 3において横軸を 1960年の電話普及率、縦

軸を 2010年の総合力として、途上国の分布を示し、相関近似線を求めた。その上に円借款供与先

35ヶ国と世界銀行貸付先 3ヶ国を示した。
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円借款の供与先となる国々は、1960 年においては、途上国の中でも平均以下（図 3 の左側）が多

いが、2010 年には平均以上（図 3 の上側）の国が多くなっている。世界銀行貸付先のハンガリーな

ども成長したが、元々電話普及率の高い中進国を対象に貸付を行っている。日本は通信基盤が脆弱

な国を対象に支援し、結果としてそのネットワークは発展している。特に重点的に援助してきた東

アジア、東南アジアの国々は、著しい成長を示している。中南米諸国も成長したといえる。スリラ

ンカを除く南アジア、サブサハラの多くの供与先は、1960年、2010年ともに平均以下である。 

また、相関近似線は平均的な成長度合を表していると解釈できる。その結果は円借款と被援助国

のネットワークの進展との直接的因果を示すものではないが、途上国の中で供与の対象ではなかっ

た国々と比較すると、供与先は相関近似線より上側に位置している国の方が多い。1960 年の電話回

線普及率における相関近似線上の 2010年の総合力を、半世紀遡って当該供与先の目標値と仮定する

と、その目標を超える達成度を示していることになる。 

 

5.2 発展の持続性 

ODAの重要な役割は、途上国が自国の人材や資源を活用して自力でインフラを拡充させ、サービス

を拡大提供できるようにすることである（佐藤 1998）。情報通信の自立発展の指標として、円借款

終了から 2010年間の各供与先における国内通信事業者の総収益に関する年平均成長率を求めると表 

2（持続性）になる。マイナス成長やデータのない国は図 3において相関近似線を大きく下回ってい

ることがわかる。 

 

5.3 格差解消の傾向 

情報通信分野においては「ミッシング・リンク」、 

「ディジタルデバイド」と指摘されてきた格差の 

解消が大きな課題であった。グローバルの視点 

から電話普及の国ごとの格差を数値化するために、 

世界各国の人口、電話回線数のデータからローレ 

ンツ曲線を作成しジニ係数を算出する。図 4に 

1960年から 2010年間、5年ごとのジニ係数の変化 

を示す。▲は全世界の国々、■は円借款の被援助国 

35ヶ国を除いた世界の国々のデータから算出した。 

円借款供与先を除いた場合のジニ係数は全世界の数 

値と比較すると小さく、供与先は格差を大きくして 

いる存在であったが、1990年以降差は縮小してきた 

ことがわかる。

6. 円借款の効率性評価 

 円借款プロジェクトの目的、運営形態はともに各供与先において違いはなく、相対比較を行う DEA

を用いることが可能である。供与先は国であり、いずれも援助開始時においては、国内通信事業は

国営の 1 社体制（2001 年以降開始のカンボジア、ベトナムは除く）であり、供与先である被援助国

を分析対象組織（DMU）とする。 
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6.1 DEA/WINDOW法 

本分析では 1962 年から 2000 年までに開始されたプロジェクトを対象に実施する。しかし、この

40 年間には通信技術の進歩は著しく、実施時期が様々な被援助国間を一括りで DEA 分析を行うこと

は正確性に欠ける。そこで 5 年を一つの期間として、その期間に円借款プロジェクトが実施されて

いる国の入出力項目の数値を求め、それに続く 5 年間の対象国も含め効率性を DEA 法を用いて算出

する（図 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2 DEAの入出力項目と分析モデル 

 被援助国は、既存のネットワーク資産をベースに、主に日本からの資金リソースと自国事業体の

人的リソースを活用し、通信網の量的拡大、質的改善を図る（図 6）。入力項目はネットワーク資産

の指標として電話回線数、資金リソースとして円借款額を用い、被援助側の人的リソースの指標と

して従業員数を用いる。

出力項目は通信網の量的指標として電話の増

回線数を利用する。長距離網に関するプロジェ

クトも、ネットワークの拡大過程における円滑

なトラヒック流通を目的としており、地域網の

電話回線数の増加に寄与している。また、プロ

ジェクト以前においても自国の設備投資により

回線数は増加しており、各評価期間中の増加回

線数と、プロジェクト開始前の伸びを延長した

ものとの差を援助の効果とみなす。通信網の質

的指標として、信頼性を表す回線当りの故障率

を用いる。各 WINDOW区間（5年間）における故

障率の差とネットワーク規模（電話回線数）の

積を故障改善件数とし、出力項目とする。デー

タがない時期については、改善がないものとみ

なし、“0”とした。   
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 DEA法の分析モデルについては複数あるが、通信事業体の事業運営効率の分析では、規模の経済性

に関して収穫可変型（BCC）が適用された（末吉 1992）。円借款による通信網の整備拡充については、

供与先の電話需要密度、既存設備の保全状況の良否などにより効率性は左右され、DMU の規模に対

して収穫一定とはいえない。また、収穫可変の BCC モデルにおいて非効率の結果となれば、収穫一

定の基礎モデルである CCRモデルでも非効率である（刀根ほか 2000）。本稿では過去の非効率に着目

するため、収穫可変型の BCCモデルで分析する。 

ODAの場合、限られた援助リソースを活用して出力項目を最大化させることが求められるので、出

力指向型（CCR-O）で分析する。 

 

6.3 結果 

表 2 の評価欄に各国の効率値を示す。アジア地域はインドネシア、ミャンマー、バングラデッシ

ュを除く各国の効率値が高く、日本の円借款が相対的に効率よく通信網の整備拡充に使用された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 通信白書、JICA 実績表を基に筆者作成 
＊円換算 ＊推定 (*1) ～2004 

(*2) 2003～ 
(*3) ～2001 

表２ 情報通信分野における円借款供与先の評価 



  第 32 回情報通信学会大会予稿 

－8－ 

韓国、中国の効率値は特に高い。個々の WINDOWにおける DEA結果によると、ほぼすべての供与先

においては、入力項目の既存ネットワーク資産、出力項目の増回線数にスラック（改善余剰）がな

く、各 DMU のネットワーク資産が不十分であり、回線数を少しでも増やせば効率値が向上する状態

であった。特にサブサハラ、中米地域については電話回線数の増加が不十分であることがわかった。

また、効率値の高い DMU 間で２段階目の DEA を実施したが、その結果において効率値の低い DMU に

は援助額にスラックが見受けられた。これは援助額に見合った量的拡大がなかったことを意味して

いる。通信網整備拡充においては、回線数の増加が効率性を左右していたといえる。 

円借款の供与期間が短く、援助規模の小さな国々については低い国、高い国とばらつきがある。

モーリシャス、ドミニカ、エクアドルは他供与先に比べ、プロジェクト前から基盤がある程度整備

されており、規模も小さいため効率的に拡充が進んだと思われる。重点的に円借款を供与してきた

アジア諸国はインドネシアを除いて高い値である。また、世界銀行のローン供与先 3 ヶ国はいずれ

も中所得国であるが、円借款供与先と比較して効率値は低い。 

DEA法は被援助国間での相対比較であり、本結果の効率が高いことは援助の効果を意味するわけで

はない。日本の重点的援助先である東南アジア諸国やインド、スリランカ、中国は、借款を繰返し

援助総額は大きくなり、長期間の援助となったが、全体として効率的な通信網拡充が実施された。 

 

7. 考察 

5～6 年程度で終了する個々のプロジェクトに着目した場合、目標に向け効率よくプロジェクトを

実施すれば、目標に対する達成度（効果があった）はよい結果となる。本稿は半世紀の時間幅にお

ける発展度合と複数円借款をまとめた効率性の評価であるが、両方の結果は概ね一致している（図 7）。

効率性がよい場合は発展度合も高い。逆に効率的に実施されなかった国は発展度合も小さく、サー

ビスの進展に追従できていない。両方の結果が大きく異なっているのは世銀貸付先の 3 ヶ国とペル

ーである。 

 

（1）対照的な東アジア,東南アジアとサブサハラ 

重点的に援助活動を展開してきた中国、韓国、

フィリピン、マレーシア、タイ、スリランカは

発展度合、効率性も高い結果となった（表 2, 図

7）。援助を繰返すことにより、首都圏、基幹網、

地方都市と、ネットワークを点から線、面と展

開し、経済インフラとしての効果（下村 2008）

が発揮された。インドネシアは島嶼国であり、

市外中継系の伝送路網整備にコストがかかり、

加入者網の増設面では効率的ではなかったとい

える。フィリピンも島嶼国であるが援助時期は

インドネシア 15年遅く、技術、設備は異なって

いる。 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

      

一方、サブサハラ諸国では、各国とも有効性が低い。ガーナ、ケニア、マダガスカル、タンザニ

アなどのサブサハラ諸国は有効性、効率性ともに低い値となった。短期、小規模援助では、首都な

ど特定都市、あるいはマイクロ回線など特定システム導入に限定されており、後に続くプロジェク
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トがないため、インフラの面的展開には至らなかった。ザンビア、ジンバブエは円借款に備え、技

術協力（表 2 右側）は実施されており、通信網拡充プロジェクト自体はある程度効率的に実施され

たが、政治、経済の混乱もあり、効果は低い。サブサハラ諸国は 1960年当時、電話回線普及率はア

ジア諸国より高かった（図 3、表 2）が、対照的な結果となった。 

 

（2）円借款と世界銀行ローン 

 世界銀行の貸付先は 3ヶ国とも効率性が低いが、2010年の主成分得点は高い。1960年当時におい

てもインフラの構築状況は途上国と比較すると進んでおり、ハンガリーは高所得国、コロンビア、

モロッコは中所得国であり、元々潜在能力が高い。発展度合は大きいが、世銀ローンの効果とは必

ずしもいえない。円借款の供与先で中所得の国は中近東のイラン、ヨルダン、チュニジアや南米の

ドミニカ、エクアドル、ジャマイカであるが、発展度合、効率性ともに高い。 

「自助努力支援」の方針の下で借款比率が高い日本と、「途上国援助は無償が基本で、有償資金は

中進国に貸付」の世界銀行で、違いが明確になっている。日本の円借款は、途上国の中でも通信イ

ンフラが脆弱で平均以下の国を主に供与先として選定し、当該国の通信インフラの成長に有効性を

発揮したといえる。 

 

8．おわりに 

途上国の国内通信網に関する円借款供与先について、発展度合と効率性の評価分析を行った。円

借款と発展との因果的証明にはならないが、通信基盤が脆弱な国を対象に支援し、結果としてその

ネットワークは成長しており、世界の情報通信格差も縮小された。主要な供与先の各国では、効率

的にネットワークを拡充し、終了後も情報通信サービスが普及したことを明らかにした。 

インフラ開発は効果が出るまでには時間を要する。本分析からも長期間、援助を継続したアジア

諸国などにおいて結果は良好であった。情報通信基盤は連続的に拡大・発展するものであり、短期

間の援助であったサブサハラ諸国とは対照的な結果となった。民間投資も含めて、継続的に供与先

に関与していく必要がある。 

現在、携帯電話の普及が著しいが、基地局、基幹網や基地局と基幹網を接続するエントランス回

線の多くは固定設備により構成されている。今後のモバイルブロードバンドを普及させるためにも

光ファイバによる大容量化された固定系の情報通信基盤が不可欠であり、途上国、特に後発途上国

には設備投資の負担が重く、先進国や国際機関からの援助、投資が必要である。 

情報通信基盤開発の他分野への影響や人材育成などの技術協力活動の評価については今後の課題

とする。 
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